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大都市ひとり暮らし高齢者の生活特性／小椋　佑紀

PROJECT 1

東洋大学福祉社会開発研究センタープロジェクト1　研究支援者
小椋　佑紀

大都市ひとり暮らし高齢者の生活特性
―住居形態に着目して―

Ⅰ．研究目的

1990年代以降、社会福祉基礎構造改革、分権化を背

景として、基礎自治体レベルでの社会福祉サービス供

給体制への転換が図られてきた。その一方で、孤立死

に象徴される社会的孤立など、高齢者をめぐる深刻な

状況が次々と明らかになっている。

内閣府（2010）『平成22年版　高齢社会白書』では、「高

齢者の状況」のひとつとして社会的孤立１）が取りあげ

られている。これによると、高齢者の社会的孤立の特

徴として、「単身世帯、未婚者･離別者、暮らし向きが

苦しい者、健康状態がよくない者」が挙げられている。

また、その対策では、支援者としての高齢者の活動を

可能とすること、「人との『つながり』を持てる機会づ

くり」、行政と民間のネットワークによる「柔軟かつ多

様な対応」が肝要とされている。

今年度、福祉社会開発研究センター（大都市グルー

プ1‐ 1）では、「墨田区ひとり暮らし高齢者実態調査」

（2008）のデータから、基礎自治体での社会的孤立防止

へ向けた取り組みの手がかりとなるような、地域指標

づくりを進めてきた。これまでの作業では、生活実態

をより具体的に捉えるため、住居形態に着目した分析

を行ってきた。その経過報告として、本稿では、住居

形態別にみた大都市ひとり暮らし高齢者の生活実態の

特徴を明らかにする。

Ⅱ．方法

本研究で使用する「墨田区ひとり暮らし高齢者実態

調査」は、2008年7月末日現在、東京都墨田区在住の65

歳以上の全独居世帯（特別養護老人ホーム入所者除く）、

14,813人を対象に実施されたものである（回収率40.5%）。

墨田区高齢者福祉課と東洋大学福祉社会開発研究セン

ターは、共同研究協定を結んでおり、本研究はこれに

基づいて行われている。

住宅形態別の分析にあたっては、住宅所有の有無に

より居住年数や暮らし方（例：人とのつながり）の違

いが存在するのではないかと考えた。そして、住居形

態に関する設問を持ち家／持ち家以外２）に大別し、こ

の二分類よる分析、さらには各住居形態を地域包括支

援センター別に細分化した分析を行った３）。本稿では、

持ち家／持ち家以外の二分類の結果を中心とし、これ

を補充するものとして地域包括支援センター別の結果

も適宜とりあげる。

Ⅲ．結果

１．居住年数、ひとり暮らしのきっかけ

はじめに、調査時点での、現住所地における居住年

数をみておきたい。持ち家／持ち家以外の二分類で平
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均居住年数をみた場合、持ち家の場合により長期的な

同一地での生活がみてとれる（表1－1）。地域包括支援

センター別（表1－2）でも、持ち家の場合で居住年数

が長い。ただし、中央値も併せてみると、持ち家のう

ちＨ地域が比較的短く、持ち家以外のうちＥ地域が長

いという特徴がみられる。

また、ひとり暮らしとなったきっかけ（表1－3）は、

持ち家／持ち家以外共に配偶者の死が最も多いが、両

者間では約２割の開きがある。持ち家以外では、「未婚・

離別」の場合も多い。

表１－１　現住所地の平均居住年数

表１－２　現住所地の平均居住年数（地域包括支援センター別）

表１－３　ひとり暮らしのきっかけ×住居形態

２．健康

健康状態については、持ち家以外で不健康と感じて

いる割合が高い（表2－1）。これと関連して、「健康の

ことで困っていること」について、持ち家／持ち家以

外の間で有意差（p＜.01またはp＜.05）が認められた項

目として、「食事が十分にとれず、栄養状態が悪くなっ

ているのではないかと不安である」、「特に困っている

ことはない」がある（表2－2、表2－3）。

地域包括支援センター別分析結果（表2－4）の有意

差（p＜.05）および調整済み残差から、一部の地域（持

ち家以外Ｃ、持ち家以外Ｄ、持ち家以外Ｇ）で当該問

題が顕著であることがみてとれる。
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表２－１　健康×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値44.319、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表２－２　「食事が十分にとれず、栄養状態が悪くなっている

のではないかと不安である」×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値44.185、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表２－３　健康に関して「特に困っていることはない」×

住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値4.902、カイ2乗検定による漸近有意確
率（両側）.027

表２－４　「食事が十分にとれず、栄養状態が悪くなっているのではないかと不安である」×住居形態（地域包括支援センター別）

注１）Pearsonのカイ2乗値53.106、カイ2乗検定による漸近有意確率（両側）.000
注２）調整済み残差121以上の地域に「＊」をつけている。
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３．経済的な状況

表３－１をみると、家計状況が苦しいと感じている

割合が、持ち家で約２割、持ち家以外では４割を超え

ている。

その他、金銭的事項について、持ち家では「固定資

産税や相続税等税金の問題で困っている」、持ち家以外

では「家賃が高い」、「お金がかかるため」に地域の団体・

集まりに参加しない場合で、有意差が認められた（表

3－2、表3－3、表3‐ 4、p＜.01）

表３－１　家計状況×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値447.777、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）2.198E-99

表３－２　「固定資産税や相続税等税金の問題で困っている」

×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値142.104、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）9.229E-33

表３－３　「家賃が高い」×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値654.219、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）2.701E-144

表３－４　「お金がかかるため」に地域の団体・集まりに参加

しない×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値46.996、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

４．普段の楽しみ

「ふだん、楽しみにしていることはありますか」とい

う設問に対して、「ない」と答えた割合は、持ち家で

24.3%、持ち家以外で38.2%と後者で高い割合となって

おり、有意差も認められた（表4、p＜.01）。
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表４　普段の楽しみの有無×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値108.218、カイ２乗検定による漸近有
意確率（両側）2.408E-25

５．人とのつながり

（１）普段の人との関わり

普段の人との関わりを示す項目として、家族・親族と

の関わり、近所付き合い、電話の利用頻度、「1日、誰

とも話さなかった」ことの頻度を分析した。表5－1－1

から表5－1－5のそれぞれで、人との関わりが希薄な内

容に対して、持ち家以外の割合が高く、有意差も認め

られた（p＜.01）。

また、現在の悩み・心配に関する設問中、持ち家で

約２割、持ち家以外で約３割のひとり暮らし高齢者が、

「孤立感・孤独感」をもっている（表5－1－6）。

人とのつながりに関するニーズは、持ち家で1割未満、

持ち家以外で約2割となっており、両者間では有意差も

認められる（表5－1－7、p＜.01）。これを地域包括支援

センター別にみると、有意差（p＜.05）および調整済み

残差から、同じ持ち家以外であってもＡ・Ｂ・Ｄ・Ｅ

地域とＣ・Ｆ・Ｇ・Ｈ地域で、ニーズに温度差がある

ことが明らかになった（表5－1－8）。

表５－１－１　「最もよくつきあいのある家族・親族」との連

絡頻度「年に数回以下」×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値57.729、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表５－１－２　「最もよくつきあいのある家族・親族」と会う

頻度「年に数回以下」×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値81.858、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表５－１－３　近所付き合い×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値132.897、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）9.525E-31
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表５－１－４　電話の利用頻度（１日あたり）×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値88.591、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表５－１－５　「１日、誰とも話さなかった」ことが「よくあ

る」×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値53.127、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

 

表５－１－６　現在の悩み・心配事としての「孤立感・孤独感」

×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値19.984、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表５－１－７　困りごと「話し相手や相談相手がいない」×

住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値58.050、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表５－１－８　困りごと「話し相手や相談相手がいない」×住居形態（地域包括支援センター別）

注１）Pearsonのカイ2乗値64.782、カイ２乗検定による漸近有意確率（両側）.000
注２）調整済み残差｜２｜以上の地域に「＊」印をつけている。
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（２）相談相手

ここでは、各種相談相手として、行政職員、医療機

関（人）、民間の支援提供組織（人）、インフォーマル

への該当の有無について再集計・分析を行った４）。アン

ケート中、相談相手に関する選択肢の整理の方法は次

の通りである。

・　行政職員：選択肢「行政の職員」

・　医療機関：選択肢「かかりつけ医」、「病院」

・　�民間の支援提供組織（人）：　選択肢「地域包括

支援センターの職員」、「ケアマネージャー」、「民

生委員」、「ホームヘルパーやデイサービスなど、

サービス事業所の職員」、「ＮＰＯやボランティア

の人」

・　�インフォーマル：　「家族・親族」、「友人・知人」、

「近所の人」、「町会・自治会の役員」、「職場の人」

①行政職員

表5－2－1から表5－2－3をみると、いずれにおいて

も行政職員を相談相手とする場合は1割未満となってい

る。しかし、持ち家／持ち家以外の間では有意差が認

められており（p＜.01）、持ち家以外の方が行政職員を

相談相手とする傾向があることがわかる。

②医療機関

表5－2－4から表5－2－6をみると、医療機関が相談

相手となっている場合は、健康に関しては約6割、「ふ

だんの生活」では約2割、現在の「悩みや心配事」では

1割未満となっている。現在の「悩みや心配事」では、

有意差が認められる（p＜.01）。

③民間の支援提供組織（人）

表5－2－7から表5－2－9をみると、民間の支援提供

組織（人）が相談相手となっている場合は、健康・「ふ

だんの生活」では1割台、現在の「悩みや心配事」では

1割未満となっている。これらのうち、「ふだんの生活」、

現在の「悩みや心配事」では、有意差が認められ（p＜.01）、

持ち家以外の場合の方が、民間の支援提供組織（人）

に相談している傾向がある。

④インフォーマル

表5－2－10から表5－2－12をみると、インフォーマ

ルな関わりの人が相談相手となっている場合は、行政

の職員、医療機関（健康相談除く）、民間の支援提供機

関（人）よりも高い割合となっている。また、健康、「ふ

だんの生活」については、有意差が認められ（p＜.01）、

持ち家の場合の方が、インフォーマルな関わりの人に

相談している傾向がある。

 

表５－２－１　「健康のことで相談できる人」行政職員×住居

形態

注１）�Pearsonのカイ2乗値93.322、カイ2乗検定による漸近有
意確率（両側）.000

注２）Fisherの直接法による正確有意確率（両側）.000

表５－２－２　「ふだんの生活のことで、相談できる人」行政

職員×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値107.194、カイ２乗検定による漸近有
意確率（両側）4.036E－25
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表５－２－３　現在の「悩みや心配事を相談できる人」行政職

員×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値95.116、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表５－２－４　「健康のことで相談できる人」医療機関×住居

形態

注）�Pearsonのカイ2乗値2.129、カイ２乗検定による漸近有意
確率（両側）.145

表５－２－５　「ふだんの生活のことで、相談できる人」医療

機関×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値.523、カイ２乗検定による漸近有意確
率（両側）.469

表５－２－６　現在の「悩みや心配事を相談できる人」医療

機関×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値12.402、カイ2乗検定による漸近有意
確率（両側）.000

表５－２－７　「健康のことで相談できる人」民間の支援提供

組織（人）×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値1.902、カイ２乗検定による漸近有意
確率（両側）.168

表５－２－８　「ふだんの生活のことで、相談できる人」民間

の支援提供組織（人）×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値7.423、カイ２乗検定による漸近有意
確率（両側）.006
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表５－２－９　現在の「悩みや心配事を相談できる人」民間

の支援提供組織（人）×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値10.380、カイ２乗検定による漸近有意
確率（両側）.001

表５－２－１０　「健康のことで相談できる人」インフォーマ

ル×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値142.291、カイ２乗検定による漸近有
意確率（両側）8.400E-33

表５－２－１１　「ふだんの生活のことで、相談できる人」イ

ンフォーマル×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値149.120、カイ２乗検定による漸近有
意確率（両側）2.700E-34

表５－２－１２　現在の「悩みや心配事を相談できる人」イ

ンフォーマル×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値2.546、カイ２乗検定による漸近有意
確率（両側）.111

⑤地域による傾向の違い

持ち家／持ち家以外にみた相談相手の分析では、設

問毎に結果をみる形であった。ここでは、より総合的

な比較するため、次の作業を行った。

健康、「ふだんの生活」、現在の「悩み・心配事」そ

れぞれに対する各種相談相手の割合（％）を、地域包

括支援センター（持ち家／持ち家以外の別あり、計16

グループ）間で順位化（％の最大値：1位）する。次に、

各設問での順位を合計し、最小・最大となるグループ

の値の間を4等分する（多い・やや多い・やや少ない・

少ない）。そして、各グループの合計値が、多い・やや

多い・やや少ない・少ない、のどこに位置するかをま

とめたものが、表5－2－13である。

この表をみると、持ち家の場合、インフォーマル（Ｂ

地域除く）が多い方に、行政の職員、民間の支援提供

組織（人）（Ａ、Ｈ地域除く）は少ない方に該当する。

持ち家以外では、行政の職員、民間の支援提供組織（人）

が多い方に、インフォーマル（Ａ、Ｅ地域除く）は少

ない方に該当する。医療機関については、いずれの住

居形態でも共通した傾向は見られなかった。
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表５－２－１３　住居形態・地域包括支援センター別　相談

相手の傾向

注）多い（●）、やや多い（○）、やや少ない（▽）、少ない（▼）

（３）緊急時に頼ることができる人の有無

いざという時に頼ることができる人の有無について

は、次の設問のすべてで「いない、わからない」と回

答した場合に着目して再集計を行った。

・　�「急病のときに、かけつけてくれそうな、身近な

人はいますか」

・　�「入院しなければならない時に、病院に付き添っ

てくれそうな人はいますか」

・　�「大地震等の災害が発生したときに、自分の安否

を気にかけて、かけつけてくれそうな人はいます

か」

・　�「数万円以内の急な用立て等ちょっとした金銭的

な支援を頼めそうな人はいますか」

その結果、表5－3にみるように、持ち家4.0%、持ち

家以外13.6%、全体で約1割が、緊急時に頼ることがで

きる人がいない、あるいはわからない状態にある。

表５－３　緊急時に頼ることができる人が「いない、わから

ない」×住居形態

注）�Pearsonのカイ2乗値151.292、カイ２乗検定による漸近有
意確率（両側）9.049E-35

６．地域に関する困りごと

当該アンケートでは、地域で困っていること〔「現在、

ひとりぐらしを続けるにあたって、お住まいの地域の

ことで困っていること、不便を感じていることはあり

ますか」（複数回答）〕についても尋ねている。紙面の

関係から、詳細をとりあげることはできないが、この

設問の選択肢５）（「特にない」除く）を表5－2－13同様

の方法で整理したものが表6である。持ち家どうし、持

ち家以外どうしで共通した傾向は見られなかった。地

表６　住居形態・地域包括支援センター別　「地域のことで困っ

ていること・不便を感じていること」の傾向

注）多い（●）、やや多い（○）、やや少ない（▽）、少ない（▼）
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域包括支援センター毎にみても、傾向が同じ場合（Ａ、

Ｂ、Ｆ）もあれば、対極にある場合（Ｄ）もあった。

Ⅳ．まとめ

今回の分析では、ひとり暮らしのきっかけ、経済状況、

健康について、持ち家以外の住居形態の場合で、内閣

府（2010）における社会的孤立の特徴との一致がみら

れた。また、住居形態別のみでみた場合、健康、経済

的な状況、普段の楽しみ、人とのつながりの結果から、

持ち家以外の場合の方が、厳しい生活状況にある傾向

が窺えた。

本稿のはじめにふれたように、内閣府（2010）では、

社会的孤立への対策として、つながりの創出をはじめ

として、多様な支援の展開が要点となっている。持ち

家以外の場合、衣食住に関わる事柄を含め、問題が複

合化しやすいことが懸念される。地域包括支援センター

別の分析では、同じ住居形態でも、人とのつながりに

対するニーズ・相談相手となる人・「地域のことで困っ

ていること、不便を感じていること」について、地域

により異なる傾向が示される場合も示してきた。社会

的孤立の防止へ向けた、行政と民間の協働による仕組

みづくりのなかで、抱えている問題の内容・深さ、人

とのつながり方、ニーズの違いに対応するには、セー

フティネット構築の視点が非常に重要ではないかと考

えられた。

【注】

１）	「『家族や地域社会との交流が、客観的にみて著しく乏し

い状態』」〔内閣府（2010）〕

２）	 持ち家：選択肢「１．持ち家：一戸建て」、「２．持ち家：

集合住宅」

	 持ち家以外：選択肢「３．民間の借家：一戸建て」、「４．

民間の借家：集合住宅」、「５．区営住宅・都営住宅」、「６．

公社・公団住宅」、「７．間借り」、「８．その他」

３）	 本稿で使用した各種集計は、無回答分を除外したものと

なっている。

４）	 アンケート中、「健康のことで困っていること」（問16）、「ふ

だんの生活で、困っていること」（問17）、現在の「悩み

や心配事」（問18）に挙げられた選択肢（「特に困ってい

ることはない」、「特に悩んでいることはない」除く）の

いずれかに該当した場合、その相談相手についても尋ね

ている。

	 「ふだんの生活で、困っていること」の選択肢は、「外出

しにくくなってきた」、「調理がしにくくなってきた」な

ど、できなくなってきたことに着目した内容となってい

る。現在の「悩みや心配事」の選択肢は、問16・問17以

外の内容となっており、「孤立感・孤独感」、「振り込め詐

欺や悪質商法の被害にあうのではないか」、「いつも何か

と周囲の世話になることが多い」、などがある。

５）	 選択肢は次の通り。

	 「１．話し相手や相談相手がいない」、「２．気軽に立ち寄

れる喫茶店やレストラン、定食屋など外食できるところ

が少ない」、「３．近くに銭湯がない」、「４．散歩をして

楽しいところがない」、「５．仲間と集まって、趣味活動

やおしゃべりなどをできるところがない」、「６．悪質な

訪問販売員や営業販売員の訪問が多い」、「７．空き巣が

多いなど、治安面での不安がある」、「８．バス停や駅が

遠く、公共交通が使いにくい」、「９．交通量が多く、道

路を歩いていると危ない」、「10．近くに、いい医者や病

院がみつからない」、「11．その他のこと」、「12．特にない」。
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